
 一定の断熱性能を満たし、かつ省エネ基準よりＣＯ２排出が一定程度少ない
（※）賃貸住宅を新築、改修する際の、給湯、空調、照明等の高効率化費用
を一部補助。賃貸仲介業者と連携し、新規着工件数の約４割を占める賃貸住
宅の市場を低炭素化。 
※省エネ基準より20％以上（再エネ自家消費算入可）あるいは10％以上（再エネ自家消費算入不可）CO2排出が少ない 

28  
2,550  

低炭素賃貸住宅の普及を促進！ 
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賃貸住宅における省CO2促進モデル事業（国交省連携） 
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低炭素賃貸住宅
の供給と普及啓発
の一体実施によ

り、 
 

CO2  

追加コスト
に補助 

H28年度 
500棟、3,500戸 

住宅の環境性能表示 

低炭素型賃貸住宅の 
新築・改修 

検索条件として 
低炭素型を選択可 70  














